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2011年度若手研究助成最終報告書 

児童養護施設における治療的養育実践モデルの現場へ

の適用と効果の検証 

－実践者と研究者の協同による子どもへの支援― 

 
大原天青（上智大学大学院） 

 

１．はじめに 

 虐待や発達上の課題を抱える多くの子どもが入

所する児童福祉施設における支援は，衣食住の保

障だけでなく，生活場面における治療的働きかけ

が必要とされている。申請者は，2009年度の貴財

団の助成によって，「児童養護施設における治療的

養育実践モデル」の作成を試みた。本研究は我が

国の社会的養護に関する先行研究を概説し、その

上でモデルを実践に適用し効果を見る「治療的養

育実践モデル」の適用事例と実践マニュアルの作

成が目的であった。これによって，社会的養護を

受ける子どものエビデンスに基づく支援方法を確

立することを主眼とした。 

本報告書では、紙枚の関係からその全てを盛り

込むことができないため、我が国における社会的

養護に関する先行研究を独自の視点からまとめた

ものを報告したい。 

 

２．先行研究をまとめる視点と方法 

 本論で一貫した考え方は、ソーシャルワーク実

践は「科学的実践」（平山・武田・藤井 2002）で

あり、「実践する中でリサーチを行いその結果を実

践の改善につなげていく」（伊藤 2001）という考

え方である。こうした考え方に基づけば、支援は、

アセスメント（ニーズの評価）－介入（支援）―

評価―支援の蓄積・理論化・制度施策への提言と

いう一連のプロセスによって行われると考えられ

る。こうした考え方を児童養護施設に適用すれば、

児童養護施設の対象（ニーズ）と、それに対する

施設の機能や支援の内容や方法が明確になってく

るはずである。 

ところが、これまで児童養護施設の機能や原理

を述べた先行研究の多くは、必ずしも上記のよう

な考え方に基づいておらず、施設の機能や形態の

みを議論している。そのため、長らく児童養護施

設をはじめとする社会的養護施設では、ニーズに

基づく支援内容が標準化されることがなく、エビ

デンスに基づく支援を構築することがなされてこ

なかった。 

では、実際にどのような研究がなされてきたの

か。わが国にける児童養護施設の機能と養護理論

についての先行研究をレビューする。 

上述したように、基本的な考え方に基づいて、

子どものニーズをどのようにとらえてきたのか、

それに対応する支援環境・施設機能・支援内容お

よび支援理論をどのように構築してきたのかとい

う対応関係について分析する。 

文献をレビューするにあたって、10年ごとに時

期を区切って（1950年代、1960 年代、1970年代、

1980年代、1990年代、2000年代以降）、時代ごと

の特徴について分析する。 
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３．これまでの児童養護施設の対象と機能

と理論 

1）終戦後・1950 年代 

（１）時代的背景 

 1950年代の日本は、1945年に終戦を迎え、第二

次世界大戦の戦後処理が続いていた。そうした中

で 1950年から 53年まで朝鮮戦争による「朝鮮特

需」があり、その後の経済復興が発展し、高度経

済成長へとつながっていく時期でもあった。 

 終戦から 2年後の 1947年、「児童福祉法」は戦

災によって困窮する子どもを保護、救済する必要

性と、次代を担う子どもの健全な育成を図るため

に成立した。それ以前は、民間の篤志家や慈善団

体による支援が行われてきたが、戦災による大多

数の孤児や浮浪児が発生したため、養護施設（現、

児童養護施設）は、その子どもたちを保護収容し、

生活の場を提供することが最も主要な役割として

機能していた。つまり、衣食住を提供することが

重要な役割であったと言える。 

そうした社会状況の中、児童福祉法の制定と時

を同じくして、1947年～1948 年の 2年間、谷川貞

夫を研究責任者とする共同研究（「厚生科学研究

費」）として、『ホスピタリスムスの研究』が取り

組まれた。この研究の目的は、「ホスピタリスムス

の症状論を確立し、この研究の基礎を打ち立て、

収容施設における児童のホスピタリスムスの矯正、

治療および予防に関する方法を研究し」「児童のた

めの収容施設としての養護理論の確立とその実践

の基礎とを示すことを期した」とされている。 

1950年、当時石上井学園長（児童養護施設）で

あった堀文次（1950ab）は、「養護理論というのは

福祉法が実施されて以来、問題になってきたもの

で、従来個人的な発表はあっても、いまだ学問と

して成立していない」と問題提起し、養護理論の

確立のために、まず私の養護理論発表を思い立っ

た所以である」と述べて、「児童養護理論確立の試

み」を発表した。この論文を発端に、施設入所児

童の症状およびその対策に関する論文が発表され、

誌上討論が活発に行われるようになった（堀、

1950ab、1953、1954、1955abc；谷川、1953、1954；

高島、1953、1954；瓜巣、1950、1953、1954、）。 

 

（２）対象・施設機能・支援方法・理論 

「厚生科学研究費」により取り組まれた『ホス

ピタリスムスの研究』の成果は、谷川（1953、1954）

によって発表された。この調査では、ホスピタリ

ズムの症状論を確立するために総合的なアセスメ

ントを行い検討している。これによると、一般児

童と比較して施設入所児童に多く認められる症状

として、①攻撃的な症候、②逃避的な症候、③補

償的な症候（絶えず他人の注意を引く）、④未来の

希望が明確でなく、⑤不安感や破壊的な傾向、家

族との分離、施設入所という外傷体験を投射する

夢が多いこと、⑥学業成績がふるわず、劣等感を

抱く、などの傾向がみられたという。また、IQの

平均は 76.47、社会的成熟度が著しく低いことも指

摘された。 

発達面においては、身長の平均は標準より低く

胸囲は標準より大きいとから「ずんぐり型」の特

徴が指摘された。運動機能および社会生活能力が

劣っていることが明らかにされた。また、入所す

る子ども性格特徴については、①他人に対して同

情的でない、②忍耐強くない、③混乱を起こしや

すい、④すぐに泣く、⑤不注意といった特徴がみ

られたという。 

こうした実証的な調査によって明らかになって

きたホスピタリズム症状論と同時に対策について

も 4つの視点から具体的に提案された。それは、

施設としての対策、保育者としての対策、施設外

部についての対策、行政上の対策の 4点であった

（表１）。これは、現代でも今なお示唆に富む内容

となっている。 
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堀（1950ab）も上記の「厚生科学研究費」のメ

ンバーとして、自らが施設長を務める石神井学園

における、ホスピタリズムの特癖を指摘した。具

体的には、①忍耐力の欠如（主人に叱られたり、

注意されると、辛抱せずに直ぐに飛び出してくる）、

②明瞭な意思表示をしない、何を言ってもはっき

りしない、③意志薄弱、④社交技術の拙劣（人か

ら物をもらっても十分に謝意を表すことができな

い。孤独で交際範囲が狭い）、⑤生活力が薄弱で積

極性に乏しいといった特徴を指摘した。また、身

体的には丸々と太るが知能の発達に遅れがみられ、

乳児の死亡率の高さについても述べられている。 

それに対して堀（1950ab、1955a）は、育児施設

では「ただ衣食住を保証するのみでは、血の通っ

た正常人は作れない」として、ホスピタリズムの

解決策を提示した。それは、ホスピタリズムが集

団養護による愛情やしつけなどの養護の不足によ

って起こると捉え、施設の規模を小舎制（9 名が

理想、15名以下）にして保母の受け持つ児童をな

るべく少なくすることによって家庭的な愛情と養

育を行うというものであった（堀 1950ab、1955a）。 

その意味するところは、単なる物理的な家庭化

ではなく、精神上の家庭化の必要性を「人格形成」

（堀、1953）という言葉で表現している。それは、

学習理論を基礎にして、施設環境を学習の場と位

置づけ、「家庭育児の根本的なメカニズムを認識し、

施設を可能な限り家庭的運営に努め、インツロゼ

クション（取り入れ）機制の十分な活用につとめ、

行動規範（良心）を確立せしむべきだ」（堀 1955a）

と指摘した。すなわち、養育者と子どもの「『同一

化』と『取り入れ』によるメカニズム」（堀 1955a）

によって、養育を行うというものであった。これ

によって、家庭的養護理論（堀 1955abc）を提唱

したのである。 
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保
育
方
法

① 保育方法に関するもの保育者の人数を多くし、保母（或いは看護婦）一人当り受持児童数を
なるべく少なくする。
② 保育方法はなるべくホームシステム制を採用すること。
③ 施設としての日課の制定については、発達段階を考慮して、特に年少児では「遊戯」及び「個
人的な身のまわりの枇話」に関して考慮すること。
④ 施設児の自治活動をさかんにし、能動的に施設の生活に参加せしめること。単なる受動的な
同作業の繰返しでなく、生活の工夫や改良について施設児も共に考え、行動するようにするこ
と。
⑤ 発達の面等よりみて、同年齢児許りの収容よりも、各年齢段階をふくめた方が望ましいと思
われる。
⑥ 乳児の収容施設については、乳児院の規定年齢を厳守し、二歳以上の幼児を長期在院せし
めねようにすること。

物
的
な
物

① 遊戯用具、玩具、衣服類等の備品を豊富にし、発達に即した変化のあるものとすること。
② 建物の構造について、成るべく家庭的な構造にすること。
③ 運動空間を広くすること。
④ 心所有物の分一化、共有を避けること。

① ホスピタリスムスなる現象について施設職員は、冷静にその事実を認識し、これに関する知
識ともち、早期診断、早期対策を図ることが必要である。
② 施設長は常に部下職員自身のホスピタリスムス的現象に注意し、保管者の精神衛生を考慮
する必要がある。
③ 施設には医療担当者としての小児科医師、看護師等の緊密な連絡が必要であるが、同時に
心理的問題について精神医学者及び臨床心理学者との連絡が必要である。
④ 保育者は研究会や児童についての討論会等をなるべく定期的に行って、その知識の向上や
技術的工夫をはかること。現在は保育者の程度が施設により優劣の差が著しいが、これ等の研
究的集りは、この差異を幾分とも少なくすると思われる。
⑤ 保育者は児童の養護以外の雑役や事務的用事に追われ、また過労になっていることが多い
が、専任の雑役婦や調理者をおいて保育者を保育に専念させることが必要である。
⑥ 保育者採用の資格条件について、専門的教育をうけたものにし、その資格に缺けているもの
或いは精神衛生的教育をけていないもの（例えば乳児院看護婦）等は講習訓練等を行うことが
必要である。
⑦ また保育者養成の教育を行う際には、保育者自身のパーソナリティを問題にする必要があ
る。
⑧ 保育者の社会的地位を高め、待遇を改善すること。
⑨ 保育者は相当期間継続して勤務することが望ましい。

① 教育はすべて園外教育とすること学齢以前の児童も出来るだけ、外部との接触を多くするこ
とが必要である。
② 各地の施設同志の交際（手紙とか運動会）また他の家庭児との交歓をはかること。
③ 親や兄弟、あるいは他の一般家庭との接触を制限しないで、外出等の機会を与えること。
④ 里子制度の採用をさかんにすること。

① 憲法25条の理念に立脚した基本方策を樹立し、これに即した新しい最低基準を設定すること
② 最低基準は養護の理念と実践とを一致せしめるものであること
③ 国家責任の原則に基づき、法の適用を受ける施設に対しては偽行日、事務費等、経済面の
措置を適切に実施すること
④ 養護、補遺育の適応化のための人員配置の合理化を実現するために、行政上の措置を確立
すること
⑤ 里親制度における経済的考慮を積極的に示すこと
⑥ 従事者の現任訓練の普及と徹底を図ること

施
設
と
し
て
の
対
策

保
育
者
と
し
て
の
対
策

施
設
外
部
に
つ

い
て
の
対
策

行
政
上
の
対
策

表１． ホスピタリズムの対策：谷川貞夫（1954）より作成 
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潮谷（1954）も同様にホスピタリズムという点

から子どものニーズを捉えている。すなわち、①

積極性が乏しい、②自発性がない、③無気力であ

る、④責任感が薄い、⑤生活意欲が乏しいなど、

これまでの研究と同様な指摘された。特に潮谷が

強調したのは、ホスピタリズムが集団生活様式の

弊害であるということだった。 

これを改善するために、潮谷（1953、1955）は、

児童福祉施設最低基準（昭和 23年 12月 29日厚生

省令大 6号）「養護施設には、児童の日常生活、児

童に対する生活指導および職業指導ならびに養護

施設事務執行に必要な設備を設けなればならない」

との規定から、児童養護施設の機能を生活指導と

職業指導であると位置づけている。そして、集団

生活様式ではなく、なるべく家庭的である必要性

を主張し、施設形態は小舎制ホームが理想で、8

名の児童に対して保母 1名を配置するシステムを

提唱している。 

また、神奈川県立中里学園園長であった瓜巣

（1950）は、ホスピタリズムの存在を認め、施設

が果たすべき目的、具体的機能を提唱した。養護

の目的は「人間の個性、人格を尊重して、その独

自性、創造性を自由に伸長し発展せしめ、社会的

向上の発展のために何らかの形で貢献せしめる機

会を均等に保障して、将来、共同社会生活並びに

文化生活に入らしめる潜在力を導き出すことであ

る」と述べ、それを達成するための体制と指導方

法を以下のようにまとめた。 

現実的な施設形態は、一人の保母に 10人の児童

で一組として、2 組で 1 舎を構成し指導員 1 名を

配置することを提唱している。そして、保母が母

人格となり、指導員が父人格とケースワークを担

当する「愛情のプログラム」および「肉体的、精

神的または社会的生長に必要な『安心感』と『帰

属感』を与えることができるファザー・パーマン、

マザー・パーマン」の計画的方策を述べた。これ

はのちに、養育者と子どもの「同一視」と「取り

入れ」が社会的学習の動機づけとなると表現され

る（瓜巣 1954）。 

 

（３）まとめ 

 戦後から 1950年代には、谷川貞夫らによる『ホ

スピタリスムスの研究』（厚生科学研究）が基盤と

なって、施設に入所する子どもの症状論・原因論・

対策が積極的に議論された。症状としては、身体

発達の遅滞、知能発達の遅滞、情緒発達の遅滞、

社会性発達の遅滞、自我発達の遅れ、神経症的傾

向、対人関係障がい（接触の浅さ、自発性の欠如、

攻撃的傾向、逃避的傾向、孤立）などが指摘され

た。その原因としては、集団養護による弊害が指

摘される一方で、入所する以前から持つ素質や外

傷体験についても考慮する必要性が指摘された

（谷川 1954）。具体的な対策は、当時養護施設長

であったが堀（1950ab）や瓜巣（1950）潮谷（1955）

らによってまとめられている。その共通項は、小

舎制で家庭的な養育の提供であることがわかった。

特に、瓜単（1950）は、養護の目的・機能・方法

を具体的に提示し、子どものニーズの測定とそれ

に対応する支援の必要性を述べた点で、今日にお

いても重要な示唆を与えるものであった。 

 

２）1960 年代 

（１）時代的背景 

 1960年代は、高度経済成長の最盛期であり、物

質的な豊かさを求めていた時期である。国民の生

活は豊かになるものの、都市部への人口の流入に

より、農村は衰退することになった。 

児童養護では、それ以前のホスピタリズム研究

とそれを防ぐための家庭的な処遇を重視した論調

から、集団という施設の機能に治療的な取り組み

を重視した論文がみられるようになってきた。ま

た、1963 年に保母養成課程において「養護原理」
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という科目が設けられたことで、施設養護に関す

るテキストが刊行された。 

 

（１）対象・施設機能・支援方法・理論 

 石井（1963）は、養護施設に入所する子どもは、

責任感の弱さ、自身の欠如、自分の好みを明らか

にさせないという傾向があるとした。また、この

時代には、軽度の知的障がいの子どもや非行傾向

がある子ども、情緒障がいのある子どもも入所し

ている現状を指摘している（1963）。さらに、石井

（1963）は、こうした養護に欠ける子どもたちを、

次の 2つに分類した。まず、親がいない状態で入

所してくる子どもを「単純養護機能障害」、親がい

るものの養護が不適切で入所してくる子どもを

「特殊養護機能障害」と定義した。 

石井（1963）の指摘する施設に入所する子ども

の臨床像は、ホスピタリズムにおいて指摘されて

きたそれと大きな違いは見られない。しかし、支

援の方法は異なっていた。施設の機能を「生活指

導」と「生活治療」の 2つに分類し、生活指導の

前段階に生活治療の過程を位置付け、人格形成・

健全育成という目的を達成することが「新しい養

護施設」であると説いた。それは、先の子どもの

分類である「単純養護機能障害」と「特殊養護機

能障害」に対応するものであった。また、石井は、

公的責任を果たす施設として仕事に合理性、客観

性を持たせていくように絶えず科学的に検討する

必要性を指摘し「積極的養護理論」を提起した。 

 畠山（1966、1967）は、これまでのホスピタリ

ズム研究が施設の入所によっておこる弊害を強調

したのに対して、1960年代の子どもたちの多くは、

家庭崩壊や多問題家族の中で相当期間おかれ、養

護上の問題となる性格、行動上の問題を発現した

と指摘した。 

その上で新たな事態に対処する処遇技術の必要

性を指摘した（畠中 1966、1967）。施設の機能に

ついては、養護の機能のみではなく、心理的、教

育的治療を通しての児童の人格再形成の場として

の機能を合わせ持つことが要求されていることを

指摘している。 

上述のような論文以外に、いくつかのテキスト

も刊行された。その 1つは、1967年に刊行された

糸賀・積・浦辺編「施設養護論」である。ここで

は、養護施設の対象を児童福祉上の「保護者のな

い児童、虐待されている児童、その他環境上養護

を要する児童」だけではなく、現実的には環境上

養護を要する児童が圧倒的であることを指摘して

いる（積 1967；109－110）。具体的には、離婚児、

情緒障害児、問題児までもが入所していることが

述べられている。 

積（1967）は、これまでの施設養護が「家庭に

勝るものはない」との発想から消極的にとらえら

れてきたことを反省し、「家庭に勝るとも、劣る

ものではない」と積極的立場で基本原理をまとめ

ている。それによると、施設の原理を、①人権の

尊重と人間形成、②情緒安定性、③個と集団の統

一的（仲間意識の養成）、④家庭復帰・社会復帰

の 4つにまとめ、自立性と社会性を養う子どもを

育成することを養育の方針として示した。それら

を達成するための内容は、従来からの健康指導、

生活指導、学習指導、職業指導とケースワーク、

グループワークといった方法・技術から述べるの

ではなく、具体的な日課等を示している。 

 そのほかに斉藤・杉本（1966）のテキストでも

具体的点が述べられている。 

 

（３）まとめ 

 入所する子どもがホスピタリズムによる影響を

受けるといった 1950 年代の論調から、1960 年代

は子どもの質が変化し、家庭崩壊や多問題家族の

中で入所以前から問題行動や情緒障がい、非行行

動などがある子どもが入所していた。それに対し
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て、単純な養護ではなく、子どもの特徴を分類し

て養護機能や治療的機能が重視された時代であっ

た。 

 また、テキストでは体系的に子どものニーズお

よび施設の機能・支援の内容・方法が提唱され、

処遇形態が児童のニーズによって決定される必要

性が指摘された。 

 

３）1970 年代 

（１）時代的背景 

この時代は、高度経済成長が一段落し、物質的

な豊かさから、心の豊かさやゆとりのある生活を

することに重きをおきたいとする人々の割合が増

え、1 億総中流と言われる国民意識が浸透した時

期であった。しかし、経済的には第 1次オイルシ

ョックがあり、急激な物価の上昇にともない低賃

金労働や核家族化による家庭機能の低下が指摘さ

れた時期である。 

児童養護に関する研究では、戦後からこれまで

の児童養護の歴史を振り返り、施設養護の現状を

位置付けるような研究がいくつか見られるように

なった。また、テキストが多く出版され、施設養

護の位置づけがはっきりしてきた時期である。 

 

（２）対象・施設機能・支援方法・理論 

 積（1969・1971・1972）は、養護施設入所児童

の特徴を時代ごとに分析して、1970年代の子ども

を以下のように特徴づけている。核家族化の進行、

家庭機能の脆弱化、退廃的文化の反乱といった資

本主義社会のなかで、「離婚児」「置き去り児」「廃

児」など、圧倒的に幼児が多い状態を指摘してい

る。しかしながら積は、これらの子どもの特徴を

分類して支援することに異を唱えており、共通し

ている点として人間疎外を受け、基本的人権や発

達保障の権利を奪われていることに注目している。 

 積（1969・1971・1972）は、養護施設がこれま

で、子どもの「収容・保護・治療」といった視点

にとどまってきたために、目先の目的を達成さえ

すればよいといったきわめて消極的な位置づけで

あったと指摘した。その上で、養護施設は、「人間

として、人らしく生きる『人間づくり』をする」

ことが究極の目的であると位置づけ（積、1971）、

教育と福祉を統一的に提供されるべく集団主義養

護（教育）論を提唱した。 

野澤（1976）は、これまで児童養護の対象その

ものの（要養護性の性格や特徴）に対する科学的

認識が欠如していると指摘した。そして、要養護

性は、生活空間である家庭の崩壊、地域の崩壊、

家族・親子関係の崩壊、肉体的・精神的損傷と人

格的知的崩壊であると結論付けた。その上で、児

童養護における処遇論の立ち遅れを指摘し、「教育

実践」や「保育実践」に相応する「養護実践」が

現在に至るもほとんどないと述べている（野澤、

1976）。養護の機能を、①衣食住の充足、②生活の

場の保障、③世話・指導の 3つに分類し、①②を

部室的環境保障、②③文化的・教育的保障を位置

付けた。 

また、児童養護関連のテストが多く刊行された

（平本 1974、浅倉・中村 1974、大谷 1974、大谷・

吉沢 1975、大谷・豊福・飯田、1976）。 

  

（３）まとめ 

1970 年代は、児童養護に関する論文は少なく、

書籍やテキストが中心的な文献であった。テキス

トの中心は、厚生省（当時）の『保母養成専門教

科教授内容ソースブック』が挙げる養護原理を踏

襲した内容となっており、以後多くのテキストに

おいて用いられるものとなった（大谷 1974；大

谷・吉沢 1975）。対象についての記述も、児童福

祉法上の定義を用いて、養護施設、情緒障害児短

期治療施設や教護院、精神薄弱児施設などとの入

所する児童の特徴（ニーズ）を位置づける傾向が
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鮮明になった時期であった。 

論文では、これまのホスピタリズムから続く家

庭的養護や治療的機能が重視された 60 年代から

変化し、積惟勝による集団主義養護論がうちたて

られ、施設の持つ集団という機能を積極的評価し

ていく論調が次第に増えていったことが特徴であ

った。 

 

４）1980 年代 

（１）時代的背景 

1980年代には、中盤まで低成長時代が続くが、

後半になると超低金利政策によるバブル景気

が発生し、地価の高騰や株価の上昇により世

界第 2位の経済大国となった。一方、合計特殊

出生率の低下と高年齢化が指摘された。また、

全国で校内暴力が発生し、中学校におけるい

じめが陰湿化・暴力化する時代であり、少年

非行は 1983年戦後最多となった。  

 児童養護では、法律に基づくテキストが中心で

養護理論研究が少なくなっていた時期である。そ

うした中でも、竹中（1985）による養護論構築の

ための枠組みが提示され、新しい養護論確立への

提言がなされた時期でもある。 

 

（２）対象・施設機能・支援方法・理論 

 野澤（1980）は、これまでの研究では、養護問

題の具体的な把握を前提としていない機能論であ

り、対象把握を欠いた技術主義であると主張し、

今日の養護の対象について指摘した。すなわち、

親役割の放棄や親意識の欠如、養育能力の貧困化、

親の傷病の増加、父子家庭の増加等、養育問題が

複雑・多様化していると指摘した。その上で養護

機能は、家庭の代替的機能、支持的機能、補強的

機能を含み、親への直接的働きかけ、子どもに応

じた多様な生活の場の保障、正常な人格形成を図

る教育的機能が必要であると指摘した（野澤、

1980）。 

 テキストではあるが、須賀賢道・硯川眞旬・鬼

崎信好編「養護理論と実際」では、詳細な記述が

みられる。硯川（1981ab）は、子どもの的確なニ

ードの把握とそれに基づく援助の必要性を主張し、

養護目標の樹立と意図的・計画的な養育・教育・

治療が提供されるべきだと科学的な実践の必要性

を強く主張した点に特徴がある。 

 竹中（1985）は、発達段階に応じた様々な問題

行動を提示し、それに対応する施設における支援

を提示した。竹中（1985）は、積極的養護理論の

1 つである集団主義養護論の立場から、これまで

の養護理論に関する先行研究に見られない明確な

研究の枠組みを示している。その構造は、①養護

の目的と枠組み、②養護問題と養護対象論、③養

護（処遇）理論と養護実践論、④養護施策（制度）

論、施設運営論、養護労働論、運動論から、科学

的な養護論を展開しようとする試みである。1985

年時点では、③④についてまとめている。 

 

（３）まとめ 

 1980年代は、児童養護の対象は、児童福祉法上

の定義であることが一般化し、ニーズの変化が指

摘されるものの実証的な調査はなされず、議論さ

れることが少なくなっていた。一方テキストでは、

「児童養護」の具体的な支援の内容と方法が指摘

されはじめるが、養護施設のみではなく、他の入

所型の児童養護も含まれた形で論じられており、

必ずしも養護施設の機能や方法との分離はなされ

ていない傾向が強かった。そうした中でも、本論

につながる児童養護の考え方が指摘され始めても

いた。すなわち、竹中（1985）に見られる①養護

の目的と枠組み、②養護問題と養護対象論、③養

護（処遇）理論と養護実践論、④養護施策（制度）

論、施設運営論、養護労働論、運動論の必要性を

明確した点である。硯川（1981ab）も①～③を指



 

9 

摘し、野澤も②についての必要性を述べている。

このように、1980年代になり、養護実践をエビデ

ンスに基づいたものに体系化していく努力が垣間

見られるようになった。 

 

５）1990 年代 

（１）時代的背景 

 バブルの崩壊後、日本景気は低迷し価格破壊が

一般化し、経済の停滞が続いた時期である。 

そうした社会状況の厳しくなる中で、年間自

殺者数が 3 万人を超し家族関係にも変化がみ

られるようになる。子ども家庭福祉に関する

問題としては、不登校や引きこもりが増加し、

一方で援助交際や少年による中年サラリーマ

ンを狙った恐喝「おやじ狩り」が急増した時

期でもある。 

1998年には児童福祉法が改正され、これまで養

護施設という名称が「児童養護施設」、教護院が「児

童自立支援施設」と変更され、「自立」という明確

な目的が法律上明記された。また、厚生労働省に

よって 1990 年から児童虐待相談対応件数がカウ

ントされるようになりその数は、当初 1101件であ

った。ところが 1999 年には 11631 件となり、10

年間で約 10倍程度になった。 

 

（２）対象・施設機能・支援方法・理論 

時代とともに養護の対象に変化がみられている。

戦後は家庭基盤が整っていたものの戦争という物

理的な外圧によって家庭や親を突然奪われた子ど

もであったのに対して、1990 年代は、誕生と同時

に、また胎児期から家庭崩壊の状態で誕生するた

め処遇困難な問題を多く抱えた子どもたちである

（野澤 1994）。具体的に野澤（1994）は子どもと

家族の特徴を、親子関係の希薄化ないしは喪失、

安定的で安心できる生活空間および大人への信頼

関係の欠如、放任・放置による早すぎる、強制さ

れた自立、貧弱な自己価値意識、自己感覚、自我

機能の未成熟、遊びを含む各年齢にふさわしい経

験の欠如があると指摘した。それに対応して、親

子関係確立と親子関係強化、安定的で安心できる

再構成された保護的生活環境の提供と信頼できる

人間関係の創出、自己感覚、自己価値を高めるた

めの日常生活の配慮の組織化・「愛され、必要とさ

れている感じ」の助成、自我機能の形成を支持す

るプログラムの作成と実施、欠如している経験の

体験プログラムと教育という支援課題を示した

（野澤 1994）。これらは、子どもの問題性に応じ、

その解決に適した環境と生活を与えることのでき

る場であるケア・ワーカーを中心に人間関係の形

成と安心感・安定を与える生活を恒常的に供給し、

母性的養育の喪失に伴う精神的損傷を最大限補

償・治癒し、必要な経験を与える機能をもつ治療

的養護の方法として示された。 

 鈴木政次郎編「現代児童養護の理論と実践」で

は、施設養護の原理として、①人間性の回復と形

成、②処遇の個別化、③集団生活の活用、④親子

関係の調整、⑤積極的な社会参加の 5つを挙げ（阿

部 1999）、児童福祉法に基づき、入所児童の対象

を①保護者のいない児童、②虐待されている児童、

③環境上の要因による養護を必要とする児童に加

え、不登校や情緒的な問題のある児童なども入所

していることを指摘した。それに対応する支援と

して、①生活指導としつけ、②学習指導と余暇指

導、③治療的支援、④地域社会への参加活動など

が挙げられている（鈴木、1999）。 

 竹中（1993）は、「現代児童養護論」の中で、養

護問題の理論的な整理を行っている。養護施設の

現状として、定員充足率が 79％と定員割れに近く

なっていることを指摘し、ニーズとして①高年齢

児童の増加、不適応行動、無断外出、乱暴等の問

題行動、③措置理由として両親又は片親の行方不

明、離別、虐待放任の増加（9 割は父母のいずれ
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かがいる子ども）といった点を指摘した。そのう

えで、これまでの厚生労働省の『保護養成専門教

科目教授内容ハンドブック』に示され、多くのテ

キストに示された原理の不十分さを指摘し、全国

児童養護施設研究会の「児童養護の実践指針（第

3 版－試案）」として、次の 10 項目を挙げた。す

なわち、①無差別平等の原則・子どもの最善の利

益の保障養護請求権、②人権の尊重、人としての

尊厳にふさわしい生活条件と援助、プライバシー

の尊重、ノーマライゼーション、③情緒の安定と

自己意識・帰属意識の尊重、④個別性と個性への

援助・自己実現や社会的人格形成への援助、⑤個

と集団への統一的な援助、育ちあう関係形成への

援助、⑥主体的選択の保障、⑦意見表明の権利の

保障、⑧教育を受ける権利の保障、⑨親・家族と

育ちあうことの保障および親の恣意的ふるまいか

らの保護、⑩社会生活の準備の保障と社会生活へ

の参加の援助であった。そして、処遇論の枠組み

として、①子どもの問題の現状から出発した方法

論の見直しと構成、②特定の子どものみならず子

ども集団・地域の子どもを視野に入れた方法論の

形成、③個々の方法論の有効性と限界の見極め、

④「家族論」「親の責任論」の解明、⑤処遇効果

の検討と処遇効果とは何かの再検討の 5つを指摘

した。 

 

（３）まとめ 

 1990年代は、社会的な変化や児童福祉法の改正

による施設名称の変更、虐待による児童養護施設

への入所などがみられた時期である。そのため、

専門的支援機能・治療的支援が強調された時期で

あると言える。しかし、児童養護施設の理論や実

践内容等に関する論文は少なかった。 

 

６）2000 年代から現在 

 少子高齢化社会が現実的なものとなり、2005年

からは人口の減少傾向がはじまった。社会は、失

業や非正規雇用の若者が増加し、引きこもりやニ

ートなどが社会問題となった。 

 もっとも深刻な問題は、子ども虐待相談対応件

数の増加である。2007年には 4万件を超える状態

に至っており、それとともに児童養護施設および

入所する子どもの数も急増している。施設数は

2001年に551か所から2010年に580か所に増え、

入所児童数は 27145人（1995 年）から 30251人に

増えた。このような状況の中で、テキストがいく

つか見られる。 

 

（１）対象・施設機能・支援方法・理論 

 伊藤（2007）は、これまでの児童養護の機能に

ついて文献究を行い、①自立支援機能を上位に位

置づけ、②養育・保護機能（家庭代替機能）を基

盤に、③教育的機能、④治療的機能、⑤家族支援

機能、⑥地域支援機能を位置付けている。 

 北川清一編「3 訂：児童福祉施設と実践方法－

養護原理とソーシャルワーク」では、児童養護施

設のニーズ・支援・理論系譜・などが網羅されて

いる。ニーズとしては、厚生労働省の児童養護施

設入所児童調査を引用し、虐待やネグレクト、家

族危機としての養護のニーズの発生を挙げている

（加藤 2005）。施設の機能としては、竹中（1991）

の試案を基に作成された「全国児童養護施設研究

会『児童養護の実践指針』」の 10項目を引用して

いる（村田 2005）。具体的な支援方法には、ソー

シャルワーク、相談援助（生活場面面接）、ケアワ

ーク（日常的な世話）、リービングケア、アフター

ケア、家族支援などがまとめられている（栗山、

2005）。また、寺田（2000）は施設の機能として、

①生活を支え自立を援助する機能、②治療及び援

助を行う機能、③家庭関係調整および家庭復帰に

むけての機能の 3つを指摘している。 

 松本峰雄編「新版：子どもの養護」では、ニー
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ズを家族背景として、親の精神疾患やアルコール

依存などの環境面、暴力や育児放棄などの問題を

挙げている（岩田泉 2001）。施設養護の機能は、

①保護的機能、②教育的機能、③治療的機能、④

社会的機能の４つを示し（岩田雅行 2001）、具体

的な支援の内容として、①生活リズムと日課、②

衣食住の基礎的ニーズの充足、③しつけ－生活習

慣の形成と生活技術の習得、④心身の健康と性の

理解、⑤余暇生活－個の尊重と集団の生活、⑥学

校教育や地域との連携を挙げている（豊福 2001）。

ここでは、ニーズについての記述が不十分である

が、施設機能が明確に示されている点で参考にな

る。 

一方、鈴木（2003）は、児童養護施設は、何ら

かの事情から家庭で生活することができなくなっ

た子どもに対して、①日常生活援助・支援の機能、

②心理治療的援助・支援の機能、③社会的機能と

自立支援援助の 3つの機能を果たすことを述べ、

具体的な方法には、①日常生活援助・支援、②学

習支援と余暇へのかかわり、③子どもへの治療的

的かかわり、④リービングケアとアフターケアを

位置付けている。また、近年の子ども虐待の増加

に伴い、自尊感情や自己肯定感といった「生きる

エネルギー」につながる気持ちが乏しくなり、「行

動化」症状や反応性愛着障害などの重篤なケアが

必要とされる子どもが多くなっていることが指摘

された（鈴木 2011）。 

浅井春夫監修「児童養護の原理と実践的活用」

の中で伊藤（2004）は、児童養護施設に入所する

子どもの特徴を、何らかの理由で家庭環境を奪わ

れたこと、家庭で十分な教育やしつけを受けるこ

とができなかったこと、虐待や親からの放任、養

育拒否などによって精神的ダメージを受けている

こと、それによる問題行動を起こしている事等を

挙げている。そのうえで施設の機能について、①

家庭養育代替機能、②生活支援機能、③治療教育

的機能の 3 つを指摘した（伊藤 2004）。具体的な

支援内容については、①生活援助、②学習援助、

③職業指導と自立支援が指摘された（石井

2004;111－12）。山縣（2005）も、施設の果たす機

能として、①家庭養育代替機能、②療育・治療・

教育機能、③家庭養育補完・増進機能、④地域支

援機能を指摘し、具体的な方法に①個人の生活の

維持・向上のための活動（ケアワーク）、②グルー

プを対象としたソーシャルワーク（グループワー

ク）、③家族を対象としたソーシャルワーク（ファ

ミリーソーシャルワーク）、④地域を対象としたソ

ーシャルワーク（コミュニティワーク）を述べて

いる。養護の対象としては、自我の形成と発達の

基盤となるべき依存関係が親の未熟さや経済的不

安定、家庭崩壊などの理由で保障されない子ども

たち（浜 2005）であると指摘されている。宮本

（2001）は、入所する子どもの特徴を①保護者の

ない児童、②虐待されている児童、その他環境上

養護を要する児童、③性格、行為に問題を持って

いる児童の 3つを挙げている。施設の機能として

は、家庭代替機能、治療教育的機能を指摘し、具

体的方法に①日常生活処遇、②ケースワーク処遇、

③グループワーク処遇、④地域社会との連携の 4

点を挙げた。 

 また、林（2004）は、1998 年の児童福祉法の改

正により「自立を支援すること」という施設の目

的から論を展開し、自立支援の目的は「自尊感情

の回復」にあると結論付けた。具体事例から自尊

感情、共感性、生活意欲が奪われた子どもたちの

特徴を指摘し、支援には、①聴いてもらえた・わ

かってもらえた・自らの存在が認められた・無条

件に受容されたという実感、②人のために自らが

役に立っている、必要とされているという実感、

③物事を成し遂げたという達成感を得られる支援

の必要性を指摘した。 

 和田上（2005）は、児童養護施設の歴史的経緯
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を踏まえて、現在家族や社会の変化に伴う課題で

ある情緒障がいや不登校、非行、児童虐待などが

支援の課題であると指摘し、従来からある居住（生

活支援）機能と治療機能を有機的に連携させてい

くことが重要であるとまとめた。 

 山本（2011）は、児童養護施設には虐待のある

子どもや発達障がいのある子どもが増加し、対人

関係の問題、感情や感覚の調整障がい、否定的な

自己イメージ、基本的不信感の所持、逸脱行動な

ど先行研究を基に指摘している。それらのニーズ

に対して、3 つの支援のあり方をまとめた。①子

どもの示す不適応行動や心理的課題に関して治療

や養育を含めた支援を子どもの生活をとおした実

践、②子どもの行動に対する「観察」や包括的な

「アセスメント」の必要性とそれを基盤にした支

援計画の作成、③専門職間における良好な関係構

築の重要性を指摘している。 

 森本・野澤・金子・森（2003）は、「児童福祉施

設における被虐待児のニーズ分析と処遇のあり方

に関する研究」を行っており、ニーズ調査と支援

をつなげる実証的な調査を行っている。単純集計

のみの結果であるが、被虐待の有無にかかわらず

行動化傾向、対人関係の問題、生活習慣等の課題

を指摘し、日常的ケアワークに治療的処遇のシス

テムを含めることや治療的な対処方法の研究・実

践・スキルの確立の必要性をまとめている。 

 北川（2010）は、児童養護施設の定義として、

「①子ども家庭福祉に連なる法制度が共通して挙

げる理念や目標を達成するために、②あるいは各

人が保持する困難を跳ね返す＜力（resiliency）＞

に着目しながら、環境との相互接触面に生起した

施設を利用する子どもとその家族が抱える生活課

題（life task）への処理能力（coping ability）を高

め、応答性（responsiveness）の増進を図るために、

③人としての尊厳に充ちた生活基盤となる衣食住

ならびに健康管理に関する知識と技術を駆使しな

がら、実際の業務は日常生活上の＜世話（care）

＞を媒体（support media）に、子どもと家族の生

活を支援し、権利を擁護する取組み（practice of 

social work with care living）あるいは、目的意識的

なかかわりの過程（purposeful supporting process）

と、それを計画し法化するまでの取り組み全体に

よって構成される」とした（下線及び番号は筆者）。

この定義からは、①で施設の目的が述べられ、②

で具体的な子どもや家族の目指すべき状態が示さ

れ、③より具体的な支援方法がまとめられている。 

 

（３）まとめ 

 2000年代以降は、子ども虐待による施設入所に

いたる子どもが増加したことで、これまで提供さ

れてきた衣食住の保障といった単純養護では十分

でないことが強調されていた。しかしそれらは、

「養護内容」「社会的養護」に関連するテキストに

よって多くが指摘されており、ニーズを実証的に

捉えた研究から支援内容や方法を論じる傾向は見

られなかった。 

 

４．まとめと課題 
 我が国における児童養護施設の対象・施設の目

的・機能・支援内容・理論について先行研究を概

観してきた。児童養護施設に入所する子どもの特

徴は、戦前の戦災による孤児や浮浪児、困窮した

家庭の子どもが中心の時代から、現代にいたるま

で常に社会の変化によって生み出された歪の中で、

困難を抱える子どもが入所していることが明らか

にされた。1960年代の家庭崩壊や多問題家族の中

で入所以前から問題行動や情緒障がい、非行行動

などがある子どもの存在が指摘され、1970年代に

は親の行方不明や「離婚児」「置き去り児」「廃

児」の存在が指摘された。1980年代には、非行や

不登校児の増加によって問題行動を持つ子どもの

存在が示され、1990年代以降は子ども虐待を受け
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た子どもが目立つようになってきた。しかしなが

ら、ホスピタリズム研究以降、子どもの状態像を

客観的に測定し、それに対応する支援機能や支援

内容、理論を構築するような研究は 1980年代一部

で主張されたものの実際の研究としは皆無であっ

た。そのため、ホスピタリズ研究以降 60年以上が

経過した現在においても、子どものニーズに対応

した支援の内容に関する実証的な調査研究は見ら

れなかった。 

以上のような課題を解決し、エビデンスに基づ

く児童養護施設の実践理論を構築することが求め

られている。 

 

付記：本報告書の一部は、上智大学社会福祉研究

37巻（2012年度年報）に掲載された。 
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